
地方創生拠点整備交付金

実施年度 交付金の種類 担当室

平成29年度 市単 商工経済室

プロジェクト名 ①元気創造プロジェクト／②若者定住促進プロジェクト

基本的な方向

具体的な施策

平成29年度

基準値（H28.3） 目標値（H30.3） 実績値（事業終了時）

― 50件 60件

118,596千円 5,000千円 ▲13,810千円

－ 25事業所 85事業所

検証の時期

検証の体制

主な意見

結果の公表

方針

理由
今後の方針

平成29年度の取組概要
・旧国津小学校の校舎を改修し、新規就農や起業・創業の促進、６次産業化の拠点として地域内雇用の
拡充を図るため、ワイナリー施設としての整備、またレンタルオフィスやインキュベーションオフィスとして
使用できるよう、空き家教室を事務所として整備しました。

外部有識者によ
る効果検証

平成30年7月

名張市地域活力創生会議による

・起業するにあたってのインキュベーション事業はすでに行っているようであるが、オフィスに必要な設
備を揃えて、すぐに起業できるように整備してはどうか。特に、駅の近くで、市が所有している空き家が
あれば、それを貸事務所として活用できれば需要があると思う。
・若者が起業するのには、資金が少ない中で、パソコンやWi-Fi環境などが整っていれば、もっと利用
者があると思う。施設を整備する際には、物流が不便であってはデメリットになるので、交通の便っも
考えないといけないと思う。
・施設の整備を行っていくにあたっては、他の地域では取り組んでいないような特色があればよいので
は。

平成30年11月以降　ホームページで公表予定

市議会による効果検証の有無 有　　　・　　　無　　　（　時 期  ：  平成30年11月予定　）

総合評価

　ＫＰＩ指標の一つである「とれたて名張交流館の売上額」については、天候不順による野菜の収穫不足や価格の高
騰による売り上げ減などが要因となって目標値に達しなかったものの、そのほかの指標については目標を大きく上
回った。また、財源確保の難しさや、特に短期間で自立化するためには特定の人材に頼る部分が多く、組織として
の活動の難しさが課題としてはあるものの、自主財源による事業の自立を図るよう推進しており、地方創生に相当
程度効果があると評価する。

重要業績評価
指標（ＫＰＩ）

指標

交付対象事業の取組による雇用創出件数

とれたて名張交流館（直売所）及び拠点整備施設利用業
者の売り上げ金額

プロジェクト協力事業所数

総合戦略で
の位置づけ

①就業機会の確保と雇用の創出／地域産業を担う人材の育成／地域産品、地域資源を活用した”名張ブランド”
の創出
②移住・定住の促進と支援／子育てしやすい労働環境整備／安心・安全な子育て環境づくり

①なばり元気のモトづくり～人材を磨き、地域資源を生かし、もの・仕事をつくり、名張を元気にする～
②産み育てるにやさしいまち”なばり”の実現／「なばりブランド」としての“ひと”づくり ～魅力ある教育の推進～

事業期間

事業の目的

　本市特産品の“ぶどう”の知名度を生かし、ワイン等の製造・販売を契機に地域経済の活性化を目指す
『名張市リカーチャレンジ特区（内閣府認定 平成27年6月30日）』の具現化、また、醸造用ぶどうの栽培
からワインの生産・販売といった新たな取組にチャレンジし、“ぶどう”のブランド力強化、さらには本
市における６次産業のモデルとして、新規就農や起業・創業の促進、地域内雇用の拡充を図るため、閉校
小学校を整備し、起業・創業支援に向けた次の取組を進める。
・ワインの製造拠点として整備し、ワインの熟成及び保管を行う。当施設については、ワイン製造拠点の
ため販売店での販売がメインになる。ブドウの種類や熟成期間等により価格も異なるが、１本あたり1,000
円～3,000円の価格帯で販売を行う予定。原料のブドウについても名張で栽培から行い、ブドウの生育には
数年を要することから徐々に生産量を上げていき、それに伴い収入も増える。まずは、３年後の売上金額
14,000千円を目指す。
・教室を事務所として整備し、レンタルオフィスやインキュベーションオフィスとして使用する。当施設
は商工会議所等が出資する法人組織が管理主体となる予定であり、そのため商工会議所が起業相談窓口と
なりレンタルオフィスやインキュベーションオフィスに案内することができる。加えて、案内後も起業事
業者の状況が把握できるため様々な支援を行えるメリットがある。支援については、事業者の要望により
異なるが、市も協力し、基本的には金融機関やその他関係施設へのつなぎや、アドバイザーへのつなぎ等
を行う。また、レンタルオフィス、インキュベーションオフィスについては、”創業のきっかけとなるた
めの場の提供”という位置づけのため、利用金額を定額に設定（月1万円～5万円／１事務所）し、事業の
負担にならないようにし、事業が軌道に乗ることを優先とする。また、家庭科室等を加工食品の製造がで
きるよう整備し、地域資源等を活用した６次産業の拠点とする。加工施設についても起業者についてはレ
ンタルオフィスやインキュベーションオフィスと同様の支援を行うとともに、地域のイベントや地域の産
品を使った商品作成の拠点となるような利用を行う。

効 果 検 証 シ ー ト
事　業　名

起業・創業拠点整備プロジェクト

事業実績額（円） 78,486,840


